
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 
平成２４年５月２９日現在 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）：近年我が国では、学力低下、不登校など、教育現場の諸問題が顕在化

してきました。それに対応し、公立高等学校の無償化、小学校低学年の35人学級化など、多く

の新しい教育政策が実施されてきました。本研究課題では教育データの整備と教育施策の計量

経済分析を進めました。成果として、高等学校の授業料軽減措置が中退抑止に与える効果には

学科ごとに差があること、少人数学級が学力に与える効果には小中学校で差があること、など

が実証されました。今後、新たな教育政策を実施する際には、計量経済学的手法により効果を

検証すべきことを社会に発信する必要があると考えています。 

 
 
研究成果の概要（英文）：In recent years, Japan has confronted many critical issues in 

education, including a decline in academic performance and non-attendance. Many new 

education policies have been enacted to deal with these issues, including free public 

high school tuition and limiting the class size of elementary school classes to 35 students. 

In our research, we seek to synthesize available data and to perform evaluation analysis 

of these educational measures. Results that deserve special mention include estimating 

the effects of high school tuition reduction measures in preventing dropouts, which 

differed depending on the course of study, and the effect of class size on academic ability, 

which differed between elementary and junior high school. As new educational policies 

are implemented going forward, there is an increasing public need to evaluate their 

effectiveness econometrically. 
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研究分野：社会科学 
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１．研究開始当初の背景 
(1) 近年、都市部を中心に、学童をもつ親の

公立学校離れが進んでいるとされる。その理

由として、学力低下やいじめ等の不安を背景

に、公教育に対する信頼が低下していると言

われる。これに応えて、「特色ある学校」、「学

校選択の拡大」といった形で、「選択肢の拡

大と多様化」を基調とした教育改革が進んで

いる。すべての教育段階での学校選択の拡大

に加え、スーパーサイエンススクール、公立

中高一貫校の設置など、さまざまな実験や差

別化が進んでいる。しかしながら、教育の自

由化や多様化は、地域の学校の教育力を向上

させ、教育現場を活性化しているのか？そも

そも、学校の教育力はどのような要素で決ま

り、子どもや保護者は、どのような知識や考

えに基づき学校を選び、教育投資を決定して

いるのか？これらは、教育政策の有効性を知

る上で、基本的な問いであるにもかかわらず、

わが国においては、未だに実証研究が不足し

ている。 
 教育の自由化・多様化は世界的な潮流であ
り、諸外国においては、経済学者による教育
改革の評価研究の蓄積がすすんでいる。学校
間の教育資源の差が著しい米国では、1990年
代から多くの実証研究を通じ、教育資源の差、
学校選択の差、学校情報開示の差が、教育の
パフォーマンスに与える影響の理解が進ん
できた。英国でも、サッチャー政権以来の教
育改革に対する評価研究が、ここ 10年で進
んでいる。 
わが国では、従来教育社会学者により、限

られたサンプルの学校を対象に、学力の変化

と背後の要因について詳細な研究が行われ

てきた。しかし多くの場合、政策効果の識別

という視点に乏しく、また、「定点調査」で

は避けられない、観測できない子どもの属性

の問題等への計量経済学的に厳密な議論も

欠けている。 

 

(2)本研究課題では、これまで主として個別

に研究を進めてきた研究者の力を結集し、研

究の蓄積が遅れていた教育経済学の実証研

究を飛躍的に発展させ、今後の研究の拡大の

土台を作ることにする。 

今回グループで研究を行う最大のメリッ

トは、次の２点である。①わが国で教育の

計量分析を進める上で最大のネックである、

良質のデータの確保について、各研究者の

ノウハウを共有し、各々が収集してきたデ

ータを互いに利用することで、データの利

用価値と研究の質を飛躍的に向上させる。

これは、限られた研究資金を重複すること

なく有効に使うことも意味する。②教育の

ミクロ計量分析は、個人、学校レベルに加

え、GISデータなども組み合わせて行うこと

が世界的な潮流であり、これらをすべて個

人で高次元に活用しようとすることは現実

的でない。また、データ収集と分析結果の

フィードバックに際しては、地域の教育政

策担当者との密接な協力関係も必要である。

今回、異なる地域で活動する研究者が、

各々、地域の教育委員会と密接な関係を築

くことで、政策担当者との信頼関係をグル

ープとして効果的に構築することができ

る。 
 
２．研究の目的 
以上の背景と実績に基づき、４年の研究期間
で、次の３領域について以下の点を明らかに
する。 
(1)  高等学校教育政策の評価 
従来の高等学校政策の分析をさらに発展
させるために、高等学校を対象にしたアンケ
ート調査を行い、ここ数年の急激な高等学校
政策の変化が、地域の卒業生の進学・就職、
さらには生徒の課外活動に与えた影響を多
面的に分析する。この調査の最大の特徴は、
サンプルではなく全数調査を行うこと、その
データに対して最新のミクロ計量経済学的
な方法を利用して分析を行うことであり、そ
れにより、定点調査では解明不可能な地域の
教育政策の影響を精密に計測する。 
 

(2) 義務教育における教育生産関数と学校

選択要因の計測 
従来の小中学校政策の分析を更に発展さ
せ、教育生産関数と学校選択要因の計測を行
う。本課題では、これまで行われてきた研究
に基づき、研究対象を広げ、社会的背景など
の地域差の影響も含めて詳細な分析を行う。
その際、市町村の教育委員会と密接な協力関
係を構築することで、従来、研究であまり利
用されなかった、学校毎の教育資源のデータ
や私立学校選択率などの情報も利用する。 
 
(3) 大学と幼児教育の役割の検討 
大学教育と幼児教育（保育園、幼稚園）に

関しては、教育の一貫性とデータの連続性



という視点で、本課題の中で初等中等教育

と並行してデータ整備と政策分析を進めて

いく。特に、これまでの研究の上に立ち、

幼児教育の普及が高校・大学等の教育達成

度に与える影響、国公立大学政策が高校卒

業者の大学進学行動に与える影響等につい

て、新たなデータも加えて分析を行う。 
 
３．研究の方法 
(1) 本研究課題では、これまで各研究分担者
が個別に行ってきた研究テーマを出発点と
して、共通のデータベースの構築をどう行っ
ていくか、そのデータを利用した分析手法の
開発をどのように共同で行っていくか、政策
情報の収集をどのように分担するかが、研究
計画上のポイントである。まず、初年度に、
これまで各研究者が収集してきたデータに
基づき、可能な限り統合されたデータベース
をサーバー上に構築する。また、全国の高等
学校に対して、従来の調査でデータの欠けて
いる、2002年から2007年までの学校情報を
収集するためのアンケート調査を行う。各市
町村の教育委員会と連絡を取り、入学者、教
育上の特色、教員の属性、卒業生などの、学
校ごとの情報の提供を御願いする。 
 
(2) その後３年間にわたり、研究分担者によ
る実証分析を展開する。異なるソースのデー
タを組み合わせる際に発生する技術的問題
については、その時々に共同で解決していく。
また、学校現場の訪問も随時行う。 
最終的には、グループ内の各自の興味を融
合させた研究論文を完成させ、内外の学会で
発表すると共に、その政策的含意を広く社会
に発信する。 
 
 
４．研究成果 
(1) 高等学校教育政策の評価 
 研究計画で予定していた全国高等学校調
査は、2009年３月と2011年３月に実施した。
内容がふくらみ予算的制約が厳しくなった
ため、毎年実施予定を隔年実施に変更し、当
初の目的を効率的に達成することで合意し
た。２回とも約 2000校から調査票を回収す
ることができた。2009年に実施した高等学校
調査に基づくデータを利用した分析、特に高
校内部の指導と卒業生の進路動向との関係
の研究を実施した。さらに、分析結果に基づ
く公開用リーフレットを作成し、調査に協力
していただいた学校に対して、このリーフレ
ットを送付した。そのほかの研究実績として、
高等学校入学試験の科目が大学等への進学
に与える影響（赤林、直井）、私立学校への
授業料補助が中退抑止に与える影響（赤林・
他）がある。 
 

(2) 義務教育における教育生産関数と学校
選択要因の計測 
 本研究課題では、市町村の教育委員会と密
接な協力関係を構築することで、従来、研究
であまり利用されなかった、学校毎の教育資
源のデータなどの情報も利用することを考
えた。中でも、少人数学級の学力効果につい
て、２つの自治体（静岡県、横浜市）におけ
る学力データを利用して、詳細な分析結果を
得ることができた（赤林・直井・佐野・他）。
同様の分析は、TIMSSのデータを用いた分析
においても結果を得ることができた（小塩・
他）。これらにより、従来我が国で欠落して
いたクラスサイズ縮小の教育効果の評価分
析が、本科研費グループ内で飛躍的に進んだ
ことになり、本研究課題における大きな成果
となった。そのほかに、保護者の学校評価の
決定要因（小塩、佐野）、我が国における教
育のリターンの推計（佐野）、人口高齢化が
義務教育支出に与える影響の分析（佐野）、
教育の質が地価に与える影響（吉田）等の成
果があった。 
 
(3) 大学と幼児教育の役割の検討 
 幼児教育の普及が高校・大学等の教育達成
度に与える影響、国公立大学政策が高校卒業
者の大学進学行動に与える影響等について、
新たなデータも加えて分析を行った。 
 
(4)データベースの構築 
 全国高等学校調査を補完する高校入学偏
差値データの電子化、義務教育政策分析のた
めの全国小中学校通学区域データの電子化
を行った。また、研究グループ内での教育デ
ータ共有のためのウェブサイトも立ち上げ
た。同時に、都道府県への電話アンケートや
情報開示請求を利用することにより、義務教
育段階における少人数学級の実施状況や学
力テストの実施状況について詳細に把握す
ることができた。 
 
(5)自治体等との連携 
 研究期間中、香川県、秋田県、宮城県、静
岡県、福岡県、福井県、等の教育委員会を訪
問し、近年の学校政策についてヒアリングを
行い、教育政策分析のニーズを探ると共に、
研究協力とデータ利用の可能性を探った。そ
の結果、静岡県と小中学校政策の評価に関す
る調査委託契約を締結することができた。総
じて、今回の科研費研究を通じ、教育行政担
当者との接点を数多く作ることができ、教育
政策の評価分析に対する理解を浸透させる
ことに成功した。 
 
(6)成果の公表 
 2009年３月に静岡で科研費メンバーによ
る研究集会を開催した。集会には静岡県教育



委員会の職員の参加も得ることができた。研
究代表者は、2010年日本経済学会秋季大会に
おいて「教育政策の評価研究－我が国の現状
と課題」という題の招待講演を行い、科研費
における研究を通じて得られた知見、特に、
教育政策評価分析におけるデータ共有の重
要性、地域の制度間の格差を政策効果の識別
に利用することの重要性について発表した。
2011年 12月には、科研費の研究報告会を兼
ねたミニコンフェレンスを慶應義塾大学で
実施した。このコンフェレンスでは、教育学
研究者、教育行政担当者を招待し、教育政策
評価分析に関して、通常の経済学会では得ら
れない関係者による意見交換を行うことが
できた。 
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